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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、第50期中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第48期中 第49期中 第50期中 第48期 第49期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 30,632 32,332 35,623 64,764 70,132

経常利益 (百万円) 748 1,238 1,298 1,569 3,167

中間(当期)純利益 (百万円) 804 1,050 854 1,467 2,764

純資産額 (百万円) 32,725 34,206 36,543 33,262 36,299

総資産額 (百万円) 52,521 54,014 57,816 54,318 58,901

１株当たり純資産額 (円) 427.53 448.80 475.13 436.35 476.34

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 10.50 13.79 11.24 19.20 36.28

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ─ ― ―

自己資本比率 (％) 62.3 63.3 62.2 61.2 61.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △570 531 119 1,424 3,863

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △372 △426 △1,560 513 △790

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △925 △1,061 △1,028 △1,175 △1,068

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(百万円) 13,351 15,065 15,586 15,980 18,051

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕

(名)
1,362
〔1,354〕

1,370
〔1,298〕

1,399
〔1,444〕

1,322
〔1,343〕

1,364
〔1,330〕



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第49期の１株当たり配当額には、当社設立50期記念配当５円を含んでおります。 

３ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)

純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

４ 純資産額の算定にあたり、第50期中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号）を適用しております。  

  

回次 第48期中 第49期中 第50期中 第48期 第49期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 26,142 26,279 27,718 53,348 54,566

経常利益 (百万円) 1,021 1,312 1,225 1,501 2,624

中間(当期)純利益 (百万円) 1,031 1,159 941 1,444 2,393

資本金 (百万円) 3,846 3,846 3,846 3,846 3,846

発行済株式総数 (千株) 76,924 76,924 76,924 76,924 76,924

純資産額 (百万円) 32,546 33,792 35,023 32,879 35,268

総資産額 (百万円) 48,813 49,769 52,122 49,565 52,275

１株当たり配当額 (円) ― ― ─ 5.00 10.00

自己資本比率 (％) 66.7 67.9 67.2 66.3 67.5

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕

(名)
659

〔1,017〕
659
〔986〕

666
〔1,064〕

642
〔1,011〕

645
〔994〕



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。 

平成18年８月にカナダのルルレモンアスレティカ社との共同出資により、ヨガブランド「ルルレモンア

スレティカ」の販売会社「ルルレモンジャパン株式会社」を設立いたしました。また、岩盤浴施設の運営

等を行う「石の癒株式会社」に、平成18年８月資本参加いたしました。両社は、持分法適用関連会社であ

ります。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに関係会社となりました。 

 
  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、従業員数欄の［ ］内は、臨時販売員等の当中間連結会計期間の平均雇用人員を

外数で記載しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、従業員数欄の［ ］内は、臨時販売員等の当中間会計期間の平均雇用人員を外数

で記載しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  

名称 住所
資本金又は
出資金  
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
（％）

関係内容

（持分法適用関連会社）

東京都豊島区 スポーツウェアの
販売

役員の兼任３名
当社所有の建物を賃借
しております。

ルルレモンジャパン  
株式会社

200 40.0

石の癒株式会社 福岡市博多区 240 岩盤浴施設の運営等 20.0 役員の兼任１名

区分 従業員数(名)

スキーウェア及びその関連商品 121 ［37］

アスレチックウェア及びその関連商品 728 ［312］

ゴルフウェア及びその関連商品 262 ［818］

スポーツカジュアルウェア及びその関連商品 95 ［277］

共通部門 193 ［─］

合計 1,399 ［1,444］

従業員数(名) 666［1,064］



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、米国景気の減速や原油価格の不安定さなど先行きに不安

材料は残るものの、企業収益の改善を背景とした設備投資の増加、雇用環境の改善による個人消費の持

ち直しなど、景気は緩やかに拡大してまいりました。  

 当スポーツ業界におきましては、消費の下げ止まり感は見られるものの、依然企業間競争は厳しく、

天候不順による商況の冷え込みもあり、経営環境は引き続き厳しい状況にあります。  

 このような状況のもと、当社グループでは、本年３月に発表しました中期経営計画「Compass50」の

成長戦略に基づき事業を推進しております。  

 国内事業におきましては、「アンブロ」ブランドにおいて「2006年ＦＩＦＡワールドカップ・ドイツ

大会」に出場したイングランド代表チーム応援キャンペーンを行い、ブランド認知と売上拡大に努めま

した。また、「デサント」ブランドでは、Ｆ１ドライバーの佐藤琢磨さんをキャラクターとして販売促

進に注力いたしました。「ルコックスポルティフ」ブランドにおいてはアスレチックウェアでスポーツ

ライフスタイル分野が好調に推移し、ゴルフウェアでは大型チェーン店への販売強化に注力し売上を伸

ばしました。また今年の２月より販売を始めました「ランバンスポール」ブランドのレディスゴルフウ

ェアも売上拡大に貢献しました。  

 海外事業におきましては、韓国を中心にゴルフウェアの「マンシングウェア」ブランド及びアスレチ

ックウェアの「ルコックスポルティフ」ブランドが順調に売上を伸ばしました。  

 これらの結果、当中間連結会計期間の売上高は35,623百万円（前年同期比10.2％増）、経常利益は

1,298百万円（前年同期比4.8％増）となりました。また中間純利益は854百万円（前年同期比18.7％

減）となりました。   

  

取扱商品の品目別売上高の状況は次のとおりであります。 

(スキーウェア及びその関連商品) 

当中間連結会計期間におきましては、海外市場向け販売が好調なこともあり、売上高は前年同期比

18.2％増の1,451百万円となりました。 

(アスレチックウェア及びその関連商品) 

「ルコックスポルティフ」が国内及び韓国を中心とした海外ともに好調で大きく売上を伸ばし、ワ

ールドカップ効果によるサッカーの「アンブロ」も順調に売上を伸ばしました。チーム対応商品が主

力の「デサント」、また水着の「アリーナ」も順調に推移しました。結果、売上高は前年同期比

10.0％増の17,437百万円となりました。 

(ゴルフウェア及びその関連商品) 

主力の「マンシングウェア」は韓国において大きく売上を伸ばしました。また「ルコックゴルフ」

も国内、海外ともに引き続き好調に推移し、「ランバンスポール」も従来のメンズウェアに加えてレ

ディスウェアの展開開始もあり売上を拡大いたしました。 結果、売上高は前年同期比16.3％増の

13,047百万円となりました。 

(スポーツカジュアルウェア及びその関連商品) 

アウトドア商品につきましては「ホールアース」が微減となりましたが、「マーモット」の拡大に

より前年を上回りました。カジュアル商品の「ノーティカ」は展開店舗の増加により売上を伸ばしま

した。レディス商品については「スポーツスタディオウィッテム」は順調な推移を見せましたものの

「クレージュスポーツフューチャー」の苦戦により前年を下回りました。結果、撤退ブランドの影響

もあり、売上高は前年同期比8.5％減の3,686百万円となりました。 

  



所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

(日本) 

当中間連結会計期間は、国内個人消費の持ち直しなど、景気の緩やかな拡大もあり、主力であるゴ

ルフウェア、アスレチックウェア、ならびにスキーウェアが堅調に推移いたしました。結果、売上高

は前年同期比5.1％増の29,804百万円、営業利益は前年同期比2.7％増の1,163百万円となりました。 

(アジア) 

当中間連結会計期間は、韓国においてゴルフウェア、アスレチックウェアが順調に売上を伸ばし、

中国ではゴルフウェアを中心に展開を拡大いたしました。結果、売上高は前年同期比45.7％増の

5,797百万円、営業利益は前年同期比60.7％増の290百万円となりました。 

(北米) 

北米ではスキーウェアを中心とした事業を行っておりますので、上半期と下半期の売上高との間に

著しい差異が生じ、業績に季節的変動があります。当中間連結会計期間の売上高は前年同期比15百万

円増の20百万円、営業損失は前年同期比37百万円増の185百万円となりました。 

  

なお、「事業の種類別セグメント情報」につきましては、記載を省略しておりますので、その区分に

よる業績の記載を行っておりません。 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物の中間期末残高は、前連結会計年度末に比べ2,465

百万円（13.7％）減少し、15,586百万円となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、たな卸資産の増加額830百万円、仕入債務の減少額1,039百万

円などがありましたが、税金等調整前中間純利益1,303百万円の計上に加え、非資金項目としての減価

償却費579百万円により、119百万円の収入超過（前中間連結会計期間は、531百万円の収入超過）とな

りました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、百貨店等における売場資産の取得及び投資有価証券の取得な

どにより、1,560百万円の支出超過（前中間連結会計期間は、426百万円の支出超過）となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払、自己株式の取得などにより、1,028百万円の

支出超過（前中間連結会計期間は1,061百万円の支出超過）となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を区分別に示すと、次のとおりであります。 

  
 

(注) １ 金額は、卸売価格(建値)によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

原則として受注生産は行っておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を区分別に示すと、次のとおりであります。 

  
 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たな事項はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

区分 金額(百万円) 前年同期比(％)

スキーウェア及びその関連商品 3,271 118.2

アスレチックウェア及びその関連商品 6,888 105.8

ゴルフウェア及びその関連商品 55 26.4

スポーツカジュアルウェア及びその関連商品 477 109.8

合計 10,692 107.7

区分 金額(百万円) 前年同期比(％)

スキーウェア及びその関連商品 1,451 118.2

アスレチックウェア及びその関連商品 17,437 110.0

ゴルフウェア及びその関連商品 13,047 116.3

スポーツカジュアルウェア及びその関連商品 3,686 91.5

合計 35,623 110.2



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

特記すべき事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 160,000,000

計 160,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月15日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 76,924,176 76,924,176

東京証券取引所
 (市場第一部) 
大阪証券取引所 
 (市場第一部)

―

計 76,924,176 76,924,176 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日

― 76,924 ― 3,846 ― 961



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ デサント共栄会は、当社の取引先会社を会員とし、当社と会員の緊密化をはかることを目的とした持株会 

であります。 

２ 財団法人石本記念デサントスポーツ科学振興財団は、当社創業者故石本他家男前会長が当社の株式と私財 

を寄付し、「体育スポーツに関する学術研究の振興と健全なスポーツ活動の発展に永続的に寄与する」こ 

とを目的として設立されたものであります。 

３ 所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

 
４ インダス・キャピタル・パートナーズ・エル・エル・シーから平成18年11月24日付で大量保有報告書の提 

出があり、平成18年11月16日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けましたが、当社として平成 

18年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりま 

せん。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山２丁目５-１ 11,057 14.37

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６-６
日本生命証券管理部内

4,047 5.26

バンクオブニューヨークジーシ
ーエムクライアントアカウンツ
イーアイエスジー 
(常任代理人 株式会社三菱東
京ＵＦＪ銀行)

ＰＥＴＥＲＢＯＲＯＵＧＨ ＣＯＵＲＴ
１３３ ＦＬＥＥＴ ＳＴＲＥＥＴ  
ＬＯＮＤＯＮ ＥＣ４Ａ ２ＢＢ，ＵＫ 
 
(東京都千代田区丸の内２丁目７-１)

3,060 3.98

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１-２ 1,923 2.50

デサント共栄会 大阪市天王寺区堂ケ芝１丁目11番３号 1,806 2.35

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社

東京都港区浜松町２丁目11－３ 1,765 2.29

東洋紡績株式会社 大阪市北区堂島浜２丁目２-８ 1,587 2.06

石 本 恵 一 大阪市阿倍野区 1,532 1.99

財団法人石本記念デサント 
スポーツ科学振興財団

大阪市天王寺区堂ケ芝１丁目11番３号
㈱デサント内

1,522 1.98

メロンバンクトリーティークラ
イアンツオムニバス      
(常任代理人 香港上海銀行東
京支店)

ＯＮＥ ＢＯＳＴＯＮ ＰＬＡＣＥ   
ＢＯＳＴＯＮ, ＭＡ ０２１０８ 
                   
(東京都中央区日本橋３丁目11-１)

1,505 1.96

計 ― 29,807 38.75

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 1,765千株

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

インダス・キャピタル・パート
ナーズ・エル・エル・シ－

１５２ ＷＥＳＴ ５７ＴＨ ＳＴＲＥ
ＥＴ, ２８ＴＨ ＦＬＯＯＲ, ＮＥＷ
ＹＯＲＫ, ＮＥＷ ＹＯＲＫ    
１００１９, Ｕ．Ｓ．Ａ

3,890 5.06



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
平成18年９月30日現在 

 
(注）「単元未満株式」の普通株式には、ベンゼネラル㈱所有の相互保有株式758株及び当社所有の自己株式118株が  

含まれております。 

  

② 【自己株式等】 
平成18年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 
  

 
(注) 株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 
1,164,000

― ―

(相互保有株式)
普通株式 
136,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式
74,997,000

74,997 ―

単元未満株式
普通株式
627,176

― １単元(千株)未満の株式

発行済株式総数 76,924,176 ― ―

総株主の議決権 ― 74,997 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式)

㈱デサント
大阪市天王寺区 
堂ケ芝１丁目11番３号

1,164,000 ― 1,164,000 1.51

(相互保有株式)

ベンゼネラル㈱
大阪府東大阪市 
横枕西６番10号

136,000 ― 136,000 0.18

計 ― 1,300,000 ― 1,300,000 1.69

月別
平成18年 
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 727 699 598 627 554 540

最低(円) 648 571 519 505 501 484



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで)及び前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)並びに当中間連結会計

期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けて

おります。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※２ 15,377 15,522 17,868

 ２ 受取手形及び売掛金 ※４ 13,931 15,512 15,583

 ３ 有価証券 ― 499 499

 ４ たな卸資産 9,947 10,842 9,967

 ５ その他 873 833 815

 ６ 貸倒引当金 △69 △85 △103

    流動資産合計 40,060 74.2 43,125 74.6 44,631 75.8

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産 ※１

  １ 建物及び構築物 3,455 3,350 3,397

  ２ 土地 5,374 5,340 5,341

  ３ その他 716 9,545 903 9,595 774 9,512

 (2) 無形固定資産

  １ 商標権 498 309 400

  ２ その他 477 976 372 681 465 865

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資その他 ※２ 3,586 4,583 4,039

  ２ 貸倒引当金 △155 3,431 △169 4,414 △147 3,891

    固定資産合計 13,953 25.8 14,691 25.4 14,270 24.2

   資産合計 54,014 100.0 57,816 100.0 58,901 100.0



前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金
※２ 
※４

12,472 13,428 14,463

 ２ 短期借入金 500 500 500

 ３ 一年内返済予定長期借入金 ※２ ― 200 ―

 ４ 賞与引当金 704 769 714

 ５ 返品調整引当金 526 517 512

 ６ 役員賞与引当金 ― ― 50

 ７ その他 2,709 3,526 3,162

    流動負債合計 16,913 31.3 18,941 32.8 19,402 32.9

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 200 ― 200

 ２ 預り保証金 1,063 1,073 1,101

 ３ 退職給付引当金 477 520 509

 ４ 役員退職慰労引当金 420 460 441

 ５ その他 213 278 379

    固定負債合計 2,376 4.4 2,332 4.0 2,631 4.5

   負債合計 19,289 35.7 21,273 36.8 22,033 37.4

(少数株主持分)

  少数株主持分 518 1.0 ― ― 568 1.0

(資本の部)

Ⅰ 資本金 3,846 7.1 ― ― 3,846 6.5

Ⅱ 資本剰余金 25,156 46.6 ― ― 25,157 42.7

Ⅲ 利益剰余金 4,927 9.1 ― ― 6,641 11.3

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

310 0.6 ― ― 562 1.0

Ⅴ 為替換算調整勘定 128 0.2 ― ― 262 0.4

Ⅵ 自己株式 △162 △0.3 ― ― △171 △0.3

   資本合計 34,206 63.3 ― ― 36,299 61.6

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

54,014 100.0 ― ― 58,901 100.0



  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 3,846 6.7 ― ―

 ２ 資本剰余金 ― ― 25,158 43.5 ― ―

 ３ 利益剰余金 ― ― 6,728 11.6 ― ―

 ４ 自己株式 ― ― △447 △0.8 ― ―

    株主資本合計 ― ― 35,286 61.0 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― ― 411 0.7 ― ―

 ２ 為替換算調整勘定 ― ― 266 0.5 ― ―

    評価・換算差額等 
    合計

― ― 677 1.2 ― ―

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 579 1.0 ― ―

   純資産合計 ― ― 36,543 63.2 ― ―

   負債純資産合計 ― ― 57,816 100.0 ― ―



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 32,332 100.0 35,623 100.0 70,132 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１ 18,098 56.0 19,369 54.4 39,684 56.6

   売上総利益 14,234 44.0 16,253 45.6 30,448 43.4

Ⅲ 返品調整引当金繰入額 15 0.1 4 0.0 1 0.0

   差引売上総利益 14,219 43.9 16,248 45.6 30,446 43.4

Ⅳ 販売費及び一般管理費 ※２ 13,053 40.3 14,980 42.0 27,392 39.1

   営業利益 1,166 3.6 1,268 3.6 3,054 4.3

Ⅴ 営業外収益

 １ 受取利息 11 25 28 

 ２ 受取配当金 8 11 13 

 ３ 受取家賃 ― 20 ―

 ４ 為替差益 95 72 142 

 ５ その他 41 158 0.5 30 160 0.5 90 274 0.4

Ⅵ 営業外費用

 １ 支払利息 11 4 19 

 ２ 持分法による投資損失 44 49 36 

 ３ 固定資産除却損 17 28 40 

 ４ ゴルフ会員権評価損 ― 34 28 

 ５ その他 11 85 0.3 13 131 0.4 36 161 0.2

   経常利益 1,238 3.8 1,298 3.7 3,167 4.5

Ⅶ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ― ― 2 

 ２ 貸倒引当金戻入益 3 3 0.0 5 5 0.0 ― 2 0.0

Ⅷ 特別損失

 １ 減損損失 ※３ 90 ― 90 

 ２ 関係会社投資損失 ― 90 0.3 ― ― ― 60 151 0.2

    税金等調整前 
    中間(当期)純利益

1,151 3.5 1,303 3.7 3,019 4.3

    法人税、住民税 
    及び事業税

89 527 194 

    法人税等調整額 △26 63 0.2 △113 413 1.2 △ 20 173 0.3

    少数株主利益 36 0.1 35 0.1 80 0.1

    中間(当期)純利益 1,050 3.2 854 2.4 2,764 3.9



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
連結剰余金計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 25,156 25,156

Ⅱ 資本剰余金増加高

   自己株式処分差益 0 0 1 1

Ⅲ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高

25,156 25,157

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 4,258 4,258

Ⅱ 利益剰余金増加高

   中間(当期)純利益 1,050 1,050 2,764 2,764

Ⅲ 利益剰余金減少高

   配当金 381 381 381 381

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高

4,927 6,641



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,846 25,157 6,641 △171 35,473

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △762 △762

 中間純利益 854 854

 自己株式の取得 △276 △276

 自己株式の処分 0 0 1

 その他 △4 △4

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― 0 87 △275 △187

平成18年９月30日残高(百万円) 3,846 25,158 6,728 △447 35,286

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 562 262 825 568 36,867

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △762

 中間純利益 854

 自己株式の取得 △276

 自己株式の処分 1

 その他 △4

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△151 3 △148 11 △136

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△151 3 △148 11 △324

平成18年９月30日残高(百万円) 411 266 677 579 36,543



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前中間(当期)純利益 1,151 1,303 3,019

 ２ 減価償却費 523 579 1,106

 ３ 減損損失 90 ― 90

 ４ 退職給付引当金の増加額 21 10 51

 ５ 貸倒引当金の増加額（△減少額） △10 △25 13

 ６ 賞与引当金の増加額(△減少額） △22 55 △12

 ７ 役員賞与引当金の増加額（△減少額） ─ △50 50

 ８ 返品調整引当金の増加額 15 4 1

 ９ 役員退職慰労引当金の増加額 20 19 40

 10 受取利息及び受取配当金 △20 △37 △ 42

 11 支払利息 11 4 19

 12 売上債権の減少額(△増加額） 152 71 △ 1,373

 13 たな卸資産の増加額 △467 △830 △ 367

 14 仕入債務の増加額（△減少額） △828 △1,039 1,036

 15 その他 90 263 543

    小計 728 328 4,174

 16 利息及び配当金の受取額 20 37 42

 17 利息の支払額 △11 △4 △ 19

 18 法人税等の支払額 △205 △241 △ 333

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

531 119 3,863

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 定期預金の払戻による収入 168 316 406

 ２ 定期預金の預入による支出 △73 △436 △ 316

 ３ 有形固定資産の取得による支出 △301 △484 △ 495

 ４ 無形固定資産の取得による支出 △32 △43 △ 152

 ５ 投資有価証券の取得による支出 △277 △530 △286

 ６ 連結子会社株式の取得による支出 ─ △31 ─

 ７ 連結子会社出資金の取得による支出 ─ ─ △22

 ８ 持分法適用関連会社出資による支出 ─ △220 ─

 ９ その他 90 △130 77

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△426 △1,560 △ 790

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 長期借入金の返済による支出 △675 ― △ 675

 ２ 配当金の支払額 △381 △762 △ 381

 ３ 少数株主への配当金の支払額 ─ △5 ─

 ４ 自己株式の取得による支出 ─ △276 △13

 ５ 子会社増資による少数株主からの払込に 
   よる収入

─ 13 ─

 ６ その他 △4 1 1

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△1,061 △1,028 △ 1,068

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 40 4 65

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額(△減少額） △915 △2,465 2,070

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 15,980 18,051 15,980

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

15,065 15,586 18,051



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関す
る事項

すべての子会社８社を連結
の範囲に含めております。
 連結子会社の名称
  デサントアパレル㈱
  デサントノースアメリ
カINC.

  北京迪桑特有限公司
  韓国デサント㈱
  上海迪桑特貿易有限公
司

  香港迪桑特貿易有限公
司

  上海マンシングウェア
ゴルフクラブ有限公司

  ベンゼネラル㈱
当中間連結会計期間中に上
海マンシングウェアゴルフ
技術コンサルティング有限
公司は会社名を上海マンシ
ングウェアゴルフクラブ有
限公司に変更しておりま
す。

すべての子会社９社を連結
の範囲に含めております。
 連結子会社の名称
  デサントアパレル㈱
  デサントノースアメリ
カINC.

  北京迪桑特有限公司
  韓国デサント㈱
  上海迪桑特貿易有限公
司

  上海迪桑特商業有限公
司

  香港迪桑特貿易有限公
司

  上海マンシングウェア
ゴルフクラブ有限公司

  ベンゼネラル㈱

すべての子会社９社を連結
の範囲に含めております。
 連結子会社の名称
  デサントアパレル㈱
  デサントノースアメリ
カINC.

  北京迪桑特有限公司
  韓国デサント㈱
  上海迪桑特貿易有限公
司

  上海迪桑特商業有限公
司

  香港迪桑特貿易有限公
司

  上海マンシングウェア
ゴルフクラブ有限公司

  ベンゼネラル㈱
当連結会計年度中に設立し
た上海迪桑特商業有限公司
を新たに連結の範囲に含め
ております。 
上海マンシングウェアゴル
フ技術コンサルティング有
限公司は会社名を上海マン
シングウェアゴルフクラブ
有限公司に変更しておりま
す。

２ 持分法の適用に関
する事項

(1) 関連会社２社を持分法
の適用範囲に含めてお
ります。

  関連会社の名称
   江蘇迪桑特有限公司
   寧波ルコック服飾有

限公司

(1) 関連会社３社を持分法
の適用範囲に含めてお
ります。

  関連会社の名称
    寧波ルコック服飾有

限公司
    ルルレモンジャパン 
  ㈱

    石の癒㈱
    当中間連結会計期間中
に会社設立したルルレ
モンジャパン㈱、資本
参加した石の癒㈱を新
たに持分法適用関連会
社の範囲に含めており
ます。

    持分法適用会社のう
ち、中間決算日が中間
連結決算日と異なる会
社については、各社の
中間会計期間に係る中
間財務諸表を使用して
おります。

(1) 関連会社１社を持分法
の適用範囲に含めてお
ります。

  関連会社の名称
   寧波ルコック服飾有

限公司
  寧波ルコック服飾有限
公司は、決算日が連結
決算日と異なるため、
同社の決算日現在の財
務諸表を使用しており
ます。

  江蘇迪桑特有限公司
は、平成18年３月に持
分譲渡しましたので持
分法適用関連会社から
除外しました。

(2) 持分法を適用していな
い関連会社(㈱三鷹倉
庫)は、中間純損益及
び利益剰余金等に及ぼ
す影響が軽微であり、
かつ、全体としても重
要性がないため、持分
法の適用範囲から除外
しております。

(2) 持分法を適用していな
い関連会社(㈱三鷹倉
庫、㈱OSU Health 

  Support Academy)は、
中間純損益及び利益剰
余金等に及ぼす影響が
軽微であり、かつ、全
体としても重要性がな
いため持分法の適用範
囲から除外しておりま
す。

(2) 持分法を適用していな
い関連会社(㈱三鷹倉
庫、㈱OSU Health 

  Support Academy)は、
連結純損益及び連結利
益剰余金等に及ぼす影
響が軽微であり、か
つ、全体としても重要
性がないため持分法の
適用範囲から除外して
おります。



項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項

連結子会社のうち、中間決

算日の異なる会社はデサン

トノースアメリカINC.(中

間決算日７月31日)、北京

迪桑特有限公司、韓国デサ

ント㈱、上海迪桑特貿易有

限公司、香港迪桑特貿易有

限公司及び上海マンシング

ウェアゴルフクラブ有限公

司(中間決算日６月30日)、

ベンゼネラル㈱(中間決算

日７月20日)であります。 

中間連結財務諸表の作成に

あたっては、同中間決算日

現在の中間財務諸表を使用

しております。ただし、当

該会社の中間決算日と中間

連結決算日との間に生じた

重要な取引については必要

な調整を行っております。

連結子会社のうち、中間決

算日の異なる会社はデサン

トノースアメリカINC.(中

間決算日７月31日)、北京

迪桑特有限公司、韓国デサ

ント㈱、上海迪桑特貿易有

限公司、上海迪桑特商業有

限公司、香港迪桑特貿易有

限公司、上海マンシングウ

ェアゴルフクラブ有限公司

(中間決算日６月30日)及び

ベンゼネラル㈱(中間決算

日７月20日)であります。 

中間連結財務諸表の作成に

あたっては、同中間決算日

現在の中間財務諸表を使用

しております。ただし、当

該会社の中間決算日と中間

連結決算日との間に生じた

重要な取引については必要

な調整を行っております。

連結子会社のうち、決算日

の異なる会社はデサントノ

ースアメリカINC.(決算日

１月31日)、北京迪桑特有

限公司、韓国デサント㈱、

上海迪桑特貿易有限公司、

上海迪桑特商業有限公司、

香港迪桑特貿易有限公司、

上海マンシングウェアゴル

フクラブ有限公司(決算日

12月31日)及びベンゼネラ

ル㈱(決算日１月20日)であ

ります。 

連結財務諸表の作成にあた

っては、同決算日現在の財

務諸表を使用しておりま

す。ただし、当該会社の決

算日と連結決算日との間に

生じた重要な取引について

は必要な調整を行っており

ます。

４ 会計処理基準に関

する事項

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 有価証券

  その他有価証券

   時価のあるもの

    中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定)によ

っております。

 有価証券

  その他有価証券

   時価のあるもの

    中間連結決算日の

市場価格等に基づ

く時価法によって

おります。(評価

差額は全部純資産

直入法により処理

し、売却原価は移

動平均法により算

定 し て お り ま

す。）

 有価証券

  その他有価証券

   時価のあるもの

    決算日の市場価格

等に基づく時価法

によっておりま

す。( 評 価 差 額

は、全部資本直入

法により処理し、

売却原価は移動平

均法により算定し

ております。)

   時価のないもの

    移動平均法による

原価法によってお

ります。

   時価のないもの

同左

   時価のないもの

同左

 デリバティブ取引

  時価法によっておりま

す。

 デリバティブ取引

同左

 デリバティブ取引

同左

 たな卸資産

  主として月次総平均法

による低価法によって

おります。

 たな卸資産

同左

 たな卸資産

同左



項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 有形固定資産

  主として定率法によっ

ております。

  ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建

物(建物附属設備を除

く。)については、定

額法を採用しておりま

す。

  なお、耐用年数及び残

存価額については、法

人税法に規定する方法

と同一の基準によって

おります。

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 有形固定資産

  主として定率法によっ

ております。

  ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建

物(建物附属設備を除

く。)については、定

額法を採用しておりま

す。

  なお、耐用年数及び残

存価額については、主

として法人税法に規定

する方法と同一の基準

によっております。

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 有形固定資産

同左

 無形固定資産

  定額法によっておりま

す。

  なお、耐用年数につい

ては、法人税法に規定

する方法と同一の基準

によっております。

  ただし、自社利用のソ

フトウェアについて

は、社内における利用

可能期間(５年)に基づ

く定額法によっており

ます。

 無形固定資産

  定額法によっておりま

す。

  なお、耐用年数につい

ては、主として法人税

法に規定する方法と同

一の基準によっており

ます。

  ただし、自社利用のソ

フトウェアについて

は、社内における利用

可能期間(５年)に基づ

く定額法によっており

ます。

 無形固定資産

同左

(3) 重要な引当金の計上基

準

 貸倒引当金

  売上債権等の回収不能

見込額として、一般債

権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債

権及び破産更生債権等

については、個別に回

収可能性を検討し、必

要と認められる額を計

上しております。

(3) 重要な引当金の計上基

準

 貸倒引当金

同左  

(3) 重要な引当金の計上基

準

 貸倒引当金

同左  

 賞与引当金

  当社及び国内連結子会

社は従業員賞与の当中

間連結会計期間負担額

として、支給見込額を

計上しております。

 賞与引当金

同左

 賞与引当金

  当社及び国内連結子会

社は従業員賞与の当連

結会計年度負担額とし

て、支給見込額を計上

しております。



項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 返品調整引当金

  当社及び一部の連結子

会社は、将来予想され

る売上返品による損失

に備え、過去の返品率

等を勘案した将来の返

品見込額に対する損失

予想額を計上しており

ます。

―――

 返品調整引当金

同左 

 

 

 

 

 

 

 
―――

 返品調整引当金

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 役員賞与引当金

  当社は、定時株主総会

での承認を条件に支給

される役員賞与に備え

るため、当期発生額を

計上しております。
 （追加情報）
  「役員賞与の会計処理

に関する当面の取扱

い」（企業会計基準委

員会 実務対応報告第

13号）が平成16年３月

９日以降終了する連結

会計年度に係る連結財

務諸表から適用される

ことになったことに伴

い、従来、株主総会決

議時に利益剰余金の減

少として会計処理して

いた役員賞与を、当連

結会計年度から発生時

に費用処理しておりま

す。 

この結果、従来の方法

に比べて、営業利益、

経常利益及び税金等調

整前当期純利益が、50

百万円減少しておりま

す。



項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 退職給付引当金

  当社及び国内連結子会

社は、従業員の退職給

付に備えるため、当連

結会計年度末における

退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期

間末において発生して

いると認められる額を

計上しております。

  過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による

定額法により費用処理

しております。

  数理計算上の差異は、

各連結会計年度の発生

時における従業員の平

均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)によ

る定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費

用処理しております。

 退職給付引当金

同左

 退職給付引当金

  当社及び国内連結子会

社は、従業員の退職給

付に備えるため、当連

結会計年度末における

退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づ

き、計上しておりま

す。

  過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による

定額法により費用処理

しております。

  数理計算上の差異は、

各連結会計年度の発生

時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額

法により、翌連結会計

年度から費用処理して

おります。

 役員退職慰労引当金

  当社及び一部の連結子

会社は、役員の退職慰

労金の支出に備えるた

め、内規に基づく中間

連結会計期間末要支給

額を計上しておりま

す。

 役員退職慰労引当金

同左

 役員退職慰労引当金

  当社及び一部の連結子

会社は、役員の退職慰

労金の支出に備えるた

め、内規に基づく当連

結会計年度末要支給額

を計上しております。

(4) 重要なリース取引の処

理方法

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

については、通常の賃

貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっ

ております。

(4) 重要なリース取引の処

理方法

同左

(4) 重要なリース取引の処

理方法

同左



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(5) 重要なヘッジ会計の方

法

 ① ヘッジ会計の方法

   繰延ヘッジ処理によ

っております。ただ

し、為替予約が付さ

れている外貨建金銭

債権債務等について

は振当処理によって

おります。

(5) 重要なヘッジ会計の方

法

 ① ヘッジ会計の方法

同左

(5) 重要なヘッジ会計の方

法

 ① ヘッジ会計の方法

同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ

対象

   ヘッジ手段

    デリバティブ取引

(為替予約取引)

 ② ヘッジ手段とヘッジ

対象

同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ

対象

同左

   ヘッジ対象

    外貨建金銭債権債

務等

 ③ ヘッジ方針

   社内管理規程に基づ

き、為替変動リスク

をヘッジしておりま

す。

 ③ ヘッジ方針

同左

 ③ ヘッジ方針

同左

 ④ ヘッジの有効性評価

の方法

   ヘッジ対象とヘッジ

手段の相場変動また

は、キャッシュ・フ

ローの変動を比較

し、相関性を見て有

効性を評価しており

ます。

 ④ ヘッジの有効性評価

の方法

同左

 ④ ヘッジの有効性評価

の方法

同左

(6) その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項

 消費税等の会計処理

  税抜方式によっており

ます。

(6) その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項

 消費税等の会計処理

同左

(6) その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項

 消費税等の会計処理

同左

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲

中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する

短期投資としております。

同左 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期

投資としております。



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
  

 
  

表示方法の変更 
  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準(「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」(企業会計審議会 平

成14年８月９日))及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日)を適用しておりま

す。これにより税金等調整前中間純

利益は90百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき各資産の金額から直接控除

しております。

――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号

平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

 これまでの「資本の部」の合計に

相当する金額は35,963百万円であり

ます。 

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度より、固定資産の

減損に係る会計基準(「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14

年８月９日))及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日)を適用しております。こ

れにより税金等調整前当期純利益は

90百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額につきまし

ては、改正後の連結財務諸表規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。

――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
      

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

――― 

 

 

 

 

 

 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書) 

 前中間連結会計期間において、「投資活動によるキャ

ッシュ・フロー」の「その他」に含めておりました「投

資有価証券の取得による支出」は、重要性が増したた

め、当中間連結会計期間において区分掲記しておりま

す。 

 なお、前中間連結会計期間の「投資活動によるキャッ

シュ・フロー」の「その他」に含めておりました「投資

有価証券の取得による支出」は、43百万円であります。

(中間連結損益計算書関係) 

 「受取家賃」は前中間連結会計期間まで、営業外収益

の「その他」に含めて表示しておりましたが、営業外収

益の総額の100分の10を超えたため区分掲記しておりま

す。 

 なお、前中間連結会計期間における「受取家賃」の金

額は12百万円であります。

(中間連結キャッシュ・フロー計算書) 

 前中間連結会計期間において、「財務活動によるキャ

ッシュ・フロー」の「その他」に含めておりました「自

己株式の取得による支出」は、重要性が増したため、当

中間連結会計期間において区分掲記しております。 

 なお、前中間連結会計期間の「財務活動によるキャッ

シュ・フロー」の「その他」に含めておりました「自己

株式の取得による支出」は、４百万円であります。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は5,904百万円でありま

す。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は6,344百万円でありま

す。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は6,149百万円でありま

す。

※２

 

担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次の

とおりであります。

現金及び預金 100百万円

投資その他 12百万円

計 112百万円

担保付債務は、次のとおりで

あります。

支払手形 
及び買掛金

12百万円

長期借入金 100百万円

(一年内返済
予定長期借入 
金を含む)

計 112百万円

※２

 

 

担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次の

とおりであります。

現金及び預金 136百万円

投資その他 12百万円

計 149百万円

担保付債務は、次のとおりで

あります。

支払手形
及び買掛金

22百万円

一年内返済予
定長期借入金

100百万円

計 122百万円

※２

 

 

担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次の

とおりであります。

現金及び預金 100百万円

投資その他 12百万円

計 112百万円

担保付債務は、次のとおりで

あります。

支払手形 
及び買掛金

12百万円

長期借入金 100百万円

計 112百万円

 ３
 
受取手形割引高 556百万円  ３ 

 
受取手形割引高 373百万円  ３

 
受取手形割引高 436百万円

※４ ――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※４ 中間連結会計期間末日満期手

形等の会計処理については、

満期日に決済が行われたもの

として処理しております。な

お、当中間連結会計期間末日

が金融機関の休業日であった

ため、次のものが中間連結会

計期間末残高から除かれてお

ります。

受取手形 
及び売掛金

113百万円

支払手形
及び買掛金

465百万円

※４ ――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 売上原価の中には製品商品評

価損35百万円が含まれていま

す。

※１ 売上原価の中には製品商品評

価損40百万円が含まれており

ます。

※１ 売上原価の中には製品商品評

価損74百万円が含まれており

ます。

※２

 

この内、主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

広告宣伝費 2,367百万円

荷造運搬費 1,444百万円

支払手数料 1,619百万円

給料手当 
及び賞与

3,123百万円

賞与引当金 
繰入額

652百万円

退職給付費用 207百万円

役員退職慰労 
引当金繰入額

19百万円

※２

 

この内、主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

広告宣伝費 2,676百万円

荷造運搬費 1,522百万円

支払手数料 2,335百万円

給料手当
及び賞与

3,438百万円

賞与引当金
繰入額

701百万円

退職給付費用 199百万円

役員退職慰労
引当金繰入額

19百万円

※２ この内、主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

広告宣伝費 5,011百万円

荷造運搬費 2,945百万円

支払手数料 3,660百万円

給料手当
及び賞与

7,227百万円

賞与引当金 
繰入額

662百万円

退職給付費用 417百万円

役員賞与引当金 
繰入額

50百万円

役員退職慰労 
引当金繰入額

40百万円

貸倒引当金 
繰入額

11百万円

※３

 

減損損失

 当中間連結会計期間におい

て、特別損失として90百万円

の減損損失を計上しておりま

す。その内訳は以下のとおり

であります。

場所 用途 種類
減損損失
(百万円)

大阪市 
天王寺区

遊休資産 土地、建物 73

奈良県 
吉野郡等

遊休資産 土地 17

 当社グループは、主に当社

の事業所単位に資産をグルー

ピングしております。また、

遊休資産については、当該資

産単独でグルーピングしてお

ります。

 遊休資産は、地価が著しく

下落しているため、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として

特別損失に計上しておりま

す。その内訳は、土地90百万

円であります。回収可能価額

は、固定資産税評価額を基に

正味売却価額により算定して

おります。

※３ ――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※３

 

減損損失

 当連結会計年度において、

特別損失として90百万円の減

損損失を計上しております。

その内訳は以下のとおりであ

ります。

場所 用途 種類
減損損失
(百万円)

大阪市 
天王寺区

遊休資産 土地、建物 73

奈良県 
吉野郡等

遊休資産 土地 17

 当社グループは、主に当社

の事業所単位に資産をグルー

ピングしております。また、

遊休資産につきましては、当

該資産単独でグルーピングし

ております。

 遊休資産は、地価が著しく

下落しているため、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として

特別損失に計上しておりま

す。その内訳は、土地90百万

円であります。回収可能価額

は、固定資産税評価額を基に

正味売却価額により算定して

おります。



次へ 

(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(注) １ 自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加14千株及び取締役会決議による取得500千 

株であります。 

２ 自己株式の株式数の減少は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 
  
  
  
２ 配当に関する事項 

  配当金支払額 

 
  
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度末 
株式数(千株)

当中間連結会計期間
増加株式数(千株)

当中間連結会計期間
減少株式数(千株)

当中間連結会計期間末
株式数(千株)

発行済株式

普通株式 76,924 ― ― 76,924

   自己株式

普通株式 718 514 1 1,231

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年6月21日 
定時株主総会

普通株式 762 10 平成18年3月31日 平成18年6月22日

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係(平成17年

９月30日現在)

現金及び預金勘定 15,377百万円

預入期間が３ケ月 
を超える定期預金

△311百万円

現金及び 
現金同等物

15,065百万円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係(平成18年

９月30日現在)

現金及び預金勘定 15,522百万円

有価証券 499百万円

計 16,022百万円

預入期間が３ケ月
を超える定期預金

△436百万円

現金及び 
現金同等物

15,586百万円

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係(平成18年３月31日

現在)

現金及び預金勘定 17,868百万円

有価証券 499百万円

計 18,368百万円

預入期間が３ケ月
を超える定期預金

△316百万円

現金及び
現金同等物

18,051百万円



次へ 

(リース取引関係) 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引
１ 借手側
① リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間
期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末 
残高 
相当額 
(百万円)

有 形 固 定
資産 
その他 
(工具器具
及 び 備 品
他)

942 629 313

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引
１ 借手側
① リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間
期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末 
残高 
相当額 
(百万円)

有 形 固 定
資産 
その他 
(工具器具
及 び 備 品
他)

839 490 348

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引
１ 借手側
① リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び期末
残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

有 形 固 定
資産 
その他 
(工具器具
及 び 備 品
他)

1,071 722 349

② 未経過リース料中間期末残高相
当額
１年内 154百万円
１年超 159百万円
合計 313百万円

② 未経過リース料中間期末残高相
当額
１年内 133百万円
１年超 215百万円
合計 348百万円

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 149百万円
１年超 200百万円
合計 349百万円

(注) 取得価額相当額及び未経過リ
ース料中間期末残高相当額
は、未経過リース料中間期末
残高が有形固定資産の中間期
末残高等に占める割合が低い
ため、支払利子込み法により
算定しております。

(注)     同左 (注) 取得価額相当額及び未経過リ
ース料期末残高相当額は、未
経過リース料期末残高が有形
固定資産の期末残高等に占め
る割合が低いため、支払利子
込み法により算定しておりま
す。

③ 支払リース料及び減価償却費相
当額
支払リース料 103百万円
減価償却費 
相当額

103百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相
当額
支払リース料 89百万円
減価償却費
相当額

89百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相
当額
支払リース料 196百万円
減価償却費
相当額

196百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法
  リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法によっ
ております。

④ 減価償却費相当額の算定方法
同左

④ 減価償却費相当額の算定方法
同左

 

２ 貸手側
  転貸による未経過リース料中間
期末残高相当額
１年内 1百万円

２ 貸手側
  転貸による未経過リース料中間
期末残高相当額
１年内 5百万円
１年超 19百万円
合計 25百万円

２ 貸手側
  転貸による未経過リース料期末
残高相当額
１年内 5百万円
１年超 22百万円
合計 28百万円

(注) 未経過リース料中間期末残高
相当額は、未経過リース料中
間期末残高及び見積残存価額
の合計額が営業債権の中間期
末残高等に占める割合が低い
ため、受取利子込み法により
算定しております。

   なお、転貸による未経過リー
ス料中間期末残高相当額と同
額の金額が、上記の借手側の
「未経過リース料中間期末残
高相当額」に含まれておりま
す。

(注)     同左 (注) 未経過リース料期末残高相当
額は、未経過リース料期末残
高及び見積残存価額の合計額
が営業債権の期末残高等に占
める割合が低いため、受取利
子込み法により算定しており
ます。

   なお、転貸による未経過リー
ス料期末残高相当額と同額の
金額が、上記の借手側の「未
経過リース料期末残高相当
額」に含まれております。

オペレーティング・リース取引
１ 借手側
  未経過リース料

１年内 1百万円
１年超 4百万円
合計 5百万円

オペレーティング・リース取引
１ 借手側
  未経過リース料

１年内 1百万円
１年超 5百万円
合計 6百万円



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 
  

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 
  

取得原価(百万円)
中間連結貸借

対照表計上額(百万円)
差額(百万円)

① 株式 490 1,018 528

② 債券 102 102 0

③ その他 ― ― ―

計 593 1,121 528

関連会社株式 3百万円

その他有価証券

 非上場株式 96百万円

取得原価(百万円)
中間連結貸借

対照表計上額(百万円)
差額(百万円)

① 株式 972 1,675 703

② 債券 602 598 △4

③ その他 ― ― ―

計 1,575 2,274 699

関連会社株式 171百万円

その他有価証券

 非上場株式

 その他

24百万円

125百万円



前へ 

前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

 
  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

ヘッジ会計が適用されているものについては、開示の対象から除いているため、該当事項はありませ

ん。 

  

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 
（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

ヘッジ会計が適用されているものについては、開示の対象から除いているため、該当事項はありませ

ん。 

  

取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

 ① 株式 566 1,530 963

 ② 債券 602 600 △2

 ③ その他 ― ― ―

計 1,169 2,130 960

関連会社株式 7百万円

その他有価証券

 非上場株式 25百万円

対象物の種類 取引の種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

通貨 為替予約取引 61 61 △0



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

当社及び連結子会社の事業は、スポーツウェア及びその関連商品の製造・販売に関する単一の事業セ

グメントであるため、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「スポーツ

ウェア及びその関連商品の製造・販売に関する事業」の割合がいずれも90％を超えているため、記載

を省略しております。 

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

同上 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

  

 
(注) 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

① 国又は地域の区分の方法……………地理的近接度によっております。 

② 各区分に属する主な国又は地域……アジア：韓国、中国、香港 

                  北米：米国、カナダ 

  

当中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

  

 
(注) 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

① 国又は地域の区分の方法……………地理的近接度によっております。 

② 各区分に属する主な国又は地域……アジア：韓国、中国、香港等 

                  北米：米国、カナダ 

  

日本 
(百万円)

アジア
(百万円)

北米
(百万円)

計
(百万円)

消去又 
は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

28,347 3,980 5 32,332 ― 32,332

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,324 1 ― 1,326 (1,326) ―

計 29,672 3,982 5 33,659 (1,326) 32,332

営業費用 28,538 3,801 153 32,493 (1,326) 31,166

営業利益又は営業損失(△) 1,133 180 △147 1,166 ― 1,166

日本 
(百万円)

アジア
(百万円)

北米
(百万円)

計
(百万円)

消去又 
は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

29,804 5,797 20 35,623 ― 35,623

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,338 4 ― 1,343 (1,343) ―

計 31,142 5,802 20 36,966 (1,343) 35,623

営業費用 29,978 5,512 206 35,697 (1,343) 34,354

営業利益又は営業損失(△) 1,163 290 △185 1,268 ― 1,268



前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

 
(注) 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

① 国又は地域の区分の方法……………地理的近接度によっております。 

② 各区分に属する主な国又は地域……アジア：韓国、中国、香港等 

                  北米：米国、カナダ 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

① 国又は地域の区分の方法……………地理的近接度によっております。 

② 各区分に属する主な国又は地域……アジア：韓国、香港、中国、台湾等 

                  北米：米国、カナダ 

                  その他の地域：イタリア、スペイン、スイス、オーストリア等 

２ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
  

当中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

① 国又は地域の区分の方法……………地理的近接度によっております。 

② 各区分に属する主な国又は地域……アジア：韓国、香港、中国、台湾等 

                  北米：米国、カナダ 

                  その他の地域：ロシア、スペイン、スイス等 

２ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
  

日本 
(百万円)

アジア
(百万円)

北米
(百万円)

計
(百万円)

消去又 
は全体 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

59,250 9,669 1,212 70,132 ― 70,132

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

2,509 6 ― 2,515 (2,515) ―

計 61,760 9,675 1,212 72,648 (2,515) 70,132

営業費用 59,386 9,079 1,128 69,594 (2,515) 67,078

営業利益 2,374 595 83 3,054 ― 3,054

アジア 北米 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 4,832 20 805 5,658

Ⅱ 連結売上高(百万円) 32,332

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

14.9 0.1 2.5 17.5

アジア 北米 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 6,867 20 946 7,834

Ⅱ 連結売上高(百万円) 35,623

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

19.3 0.1 2.6 22.0



前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

① 国又は地域の区分の方法……………地理的近接度によっております。 

② 各区分に属する主な国又は地域……アジア：韓国、中国、香港等 

                  北米：米国、カナダ 

                  その他の地域：スイス、イタリア、スペイン等 

２ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

アジア 北米 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 11,741 1,212 1,029 13,983

Ⅱ 連結売上高(百万円) 70,132

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

16.7 1.7 1.5 19.9



(１株当たり情報) 

  

 
  

（注）算定上の基礎 

１．１株当たり純資産額 

 
２．１株当たり中間（当期）純利益 

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 448円80銭 475円13銭 476円34銭

１株当たり中間(当期)純利益 13円79銭 11円24銭 36円28銭

潜在株式調整後 

１株当たり中間(当期)純利益 

 

潜在株式がないため記載し

ておりません。

同左 同左 
 

項目
前中間連結会計期間末
（平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日)

前連結会計年度末
（平成18年３月31日)

純資産の部の合計額

（百万円）
─ 36,543 ─

純資産の部の合計額から控除

する金額（百万円）
─ 579 ─

（うち少数株主持分）  （─） （579） （─）

普通株式に係る中間期末の純

資産額（百万円）
─ 35,963 ─

１株当たり純資産額の算定に

用いられた中間期末の普通株

式の数（千株）

─ 75,692 ─

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
 至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

中間（当期）純利益

（百万円）
1,050 854 2,764

普通株式に係る中間（当期）

純利益（百万円）
1,050 854 2,764

普通株主に帰属しない金額

（百万円）
─ ─ ─

普通株式の期中平均株式数
（千株）

76,222 75,974 76,216



(重要な後発事象) 
  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

――― 自己株式の取得  

当社は、平成18年11月28日開催の取

締役会において、会社法第165条第

３項の規定により読み替えて適用さ

れる同法第156条の規定に基づく自

己株式の取得について、次のとおり

決議いたしました。

自己株式の取得 

当社は、平成18年６月６日開催の取

締役会において、会社法第165条第

３項の規定により読み替えて適用さ

れる同法第156条の規定に基づく自

己株式の取得について、次のとおり

決議いたしました。

(1) 自己株式取得の理由

経営環境の変化に対応した機

動的な資本政策を遂行するた

め

(2) 取得する株式の種類

当社普通株式

(3) 取得する株式の総数

500千株（上限）

(4) 株式の取得価額の総額

350百万円（上限）

(5) 自己株式取得の日程

平成18年12月１日から  

平成19年５月31日まで

(1) 自己株式取得の理由

経営環境の変化に対応した機

動的な資本政策を遂行するた

め

(2) 取得する株式の種類

当社普通株式

(3) 取得する株式の総数

500千株（上限）

(4) 株式の取得価額の総額

350百万円（上限）

(5) 自己株式取得の日程

平成18年６月７日から 

平成18年９月30日まで



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 13,889 13,129 14,959

 ２ 受取手形 ※３ 1,654 1,548 1,430

 ３ 売掛金 11,360 12,581 11,714

 ４ たな卸資産 7,399 7,679 7,345

 ５ その他 508 843 949

 ６ 貸倒引当金 △18 △7 △22

   流動資産合計 34,794 69.9 35,776 68.6 36,377 69.6

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産 ※１

  １ 建物 3,357 3,247 3,276

  ２ 土地 5,388 5,354 5,354

  ３ その他 509 522 535

   有形固定資産合計 9,255 9,124 9,166

 (2) 無形固定資産

  １ 商標権 498 309 400

  ２ その他 426 306 411

   無形固定資産合計 925 615 811

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 ― 2,875 2,232

  ２ その他 4,868 3,852 3,787

  ３ 貸倒引当金 △74 △122 △101

   投資その他の資産合計 4,794 6,605 5,919

   固定資産合計 14,974 30.1 16,346 31.4 15,897 30.4

   資産合計 49,769 100.0 52,122 100.0 52,275 100.0

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 152 86 25

 ２ 買掛金 ※３ 10,703 11,229 11,217

 ３ 賞与引当金 639 701 648

 ４ 返品調整引当金 518 509 496

 ５ 役員賞与引当金 ― ― 50

 ６ その他 2,182 2,738 2,588

   流動負債合計 14,195 28.5 15,264 29.3 15,025 28.7

Ⅱ 固定負債

 １ 預り保証金 839 761 824

 ２ 退職給付引当金 317 340 342

 ３ 役員退職慰労引当金 415 454 434

 ４ その他 208 278 379

   固定負債合計 1,781 3.6 1,834 3.5 1,981 3.8

   負債合計 15,976 32.1 17,098 32.8 17,007 32.5



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資本の部)

Ⅰ 資本金 3,846 7.7 ― ― 3,846 7.4

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 961 ― 961

 ２ その他資本剰余金 24,194 ― 24,196

   資本剰余金合計 25,156 50.6 ― ― 25,157 48.1

Ⅲ 利益剰余金

   中間(当期)未処分利益 4,633 ― 5,867

   利益剰余金合計 4,633 9.3 ― ― 5,867 11.2

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

306 0.6 ― ― 555 1.1

Ⅴ 自己株式 △149 △0.3 ― ― △158 △0.3

   資本合計 33,792 67.9 ― ― 35,268 67.5

   負債資本合計 49,769 100.0 ― ― 52,275 100.0

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 (1) 資本金 ― ― 3,846 7.4 ― ―

 (2) 資本剰余金

  １ 資本準備金 ― 961 ―

  ２ その他資本剰余金 ― 24,196 ―

   資本剰余金合計 ― ― 25,158 48.2 ― ―

 (3) 利益剰余金

  1  その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 ― 6,046 ―

   利益剰余金合計 ― ― 6,046 11.6 ― ―

 (4) 自己株式 ― ― △434 △0.8 ― ―

   株主資本合計 ― ― 34,616 66.4 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

    その他有価証券 
   評価差額金

― ― 406 0.8 ― ―

   評価・換算差額等 
   合計

― ― 406 0.8 ― ―

   純資産合計 ― ― 35,023 67.2 ― ―

   負債純資産合計 ― ― 52,122 100.0 ― ―



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 26,279 100.0 27,718 100.0 54,566 100.0

Ⅱ 売上原価 14,806 56.3 15,535 56.0 31,219 57.2

   売上総利益 11,472 43.7 12,182 44.0 23,346 42.8

Ⅲ 返品調整引当金戻入額 ― ― ― ― 4 0.0

Ⅳ 返品調整引当金繰入額 18 0.1 13 0.1 ― ―

   差引売上総利益 11,454 43.6 12,169 43.9 23,350 42.8

Ⅴ 販売費及び一般管理費 10,331 39.3 11,075 40.0 21,128 38.7

   営業利益 1,123 4.3 1,094 3.9 2,222 4.1

Ⅵ 営業外収益

 １ 受取利息 29 35 60

 ２ その他 190 219 0.8 165 201 0.7 433 494 0.9

Ⅶ 営業外費用

 １ 支払利息 5 0 6

 ２ その他 24 30 0.1 69 69 0.2 86 92 0.2

   経常利益 1,312 5.0 1,225 4.4 2,624 4.8

Ⅷ 特別利益 ※１ ― ― 15 0.1 2 0.0

Ⅸ 特別損失
※２ 
※４

133 0.5 ― ― 194 0.3

   税引前中間(当期)純利益 1,179 4.5 1,241 4.5 2,432 4.5

   法人税、住民税 
   及び事業税

20 0.1 300 1.1 39 0.1

   中間(当期)純利益 1,159 4.4 941 3.4 2,393 4.4

   前期繰越利益 3,473 ― 3,473

   中間(当期)未処分利益 4,633 ― 5,867



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,846 961 24,196 25,157

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注）

 中間純利益

 自己株式の取得

 自己株式の処分 0 0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

－ － 0 0

平成18年９月30日残高(百万円) 3,846 961 24,196 25,158

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 5,867 5,867 △158 34,713

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △762 △762 △762

 中間純利益 941 941 941

 自己株式の取得 △276 △276

 自己株式の処分 0 1

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

178 178 △275 △96

平成18年９月30日残高(百万円) 6,046 6,046 △434 34,616

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 555 555 35,268

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △762

 中間純利益 941

 自己株式の取得 △276

 自己株式の処分 1

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△148 △148 △148

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△148 △148 △245

平成18年９月30日残高(百万円) 406 406 35,023



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

  子会社株式及び関連会

社株式

   移動平均法による原

価法によっておりま

す。

(1) 有価証券

  子会社株式及び関連会

社株式

同左

(1) 有価証券

  子会社株式及び関連会

社株式

同左

  その他有価証券

   時価のあるもの

    中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定)によ

っております。

  その他有価証券

   時価のあるもの

    中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法によっており

ます。(評価差額

は、全部純資産直

入法により処理

し、売却原価は移

動平均法により算

定 し て お り ま

す。)  

  その他有価証券

   時価のあるもの

    決算日の市場価格

等に基づく時価法

によっておりま

す。( 評 価 差 額

は、全部資本直入

法により処理し、

売却原価は移動平

均法により算定し

ております。)

   時価のないもの

    移動平均法による

原価法によってお

ります。

   時価のないもの

同左

   時価のないもの

同左

(2) デリバティブ取引

  時価法によっておりま

す。

(2) デリバティブ取引

同左

(2) デリバティブ取引

同左

(3) たな卸資産

  月次総平均法による低

価法によっておりま

す。

(3) たな卸資産

同左

(3) たな卸資産

同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

  定率法によっておりま

す。

  ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建

物(建物附属設備を除

く。)については、定

額法を採用しておりま

す。

  なお、耐用年数及び残

存価額については、法

人税法に規定する方法

と同一の基準によって

おります。

(1) 有形固定資産

同左

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

  定額法によっておりま

す。

  なお、耐用年数につい

ては、法人税法に規定

する方法と同一の基準

によっております。

  ただし、自社利用ソフ

トウェアについては、

社内における利用可能

期間(５年)に基づく定

額法によっておりま

す。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左



項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  売上債権等の回収不能

見込額として、一般債

権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債

権及び破産更生債権等

については、個別に回

収可能性を検討し、必

要と認められる額を計

上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

  同左

(2) 賞与引当金

  従業員賞与の当中間会

計期間負担額として、

支給見込額を計上して

おります。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

  従業員賞与の当期負担

額として、支給見込額

を計上しています。

(3) 返品調整引当金

  将来予想される売上返

品による損失に備え、

法人税法の規定に基づ

く同法限度相当額(販

売高基準による)を計

上しております。

(3) 返品調整引当金

同左

(3) 返品調整引当金

同左

(4)   ―――

          

(4)   ――― (4) 役員賞与引当金

  定時株主総会での承認

を条件に支給される役

員賞与に備えるため、

当期発生額を計上して

おります。

 （追加情報）

 「役員賞与の会計処理に

関する当面の取扱い」

（企業会計基準委員会

実務対応報告第13号）

が平成16年３月９日以

降終了する事業年度に

係る財務諸表から適用

されることになったこ

とに伴い、従来、株主

総会決議時に未処分利

益の減少として会計処

理していた役員賞与

を、当事業年度から発

生時に費用処理してお

ります。  

この結果、従来の方法

に比べて、営業利益、

経常利益及び税引前当

期純利益が、50百万円

減少しております。



項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(5) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会

計期間末において発生

していると認められる

額を計上しておりま

す。

  過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による

定額法により費用処理

しております。

  数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残

存勤務期間以内の一定

の年数(10年)による定

額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理し

ております。

(5) 退職給付引当金

同左

(5) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき計上してお

ります。

  過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による

定額法により費用処理

しております。

  数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時の

従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数

(10年)による定額法に

より、翌事業年度から

費用処理しておりま

す。

(6) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支

出に備えるため、内規

に基づく中間期末要支

給額を計上しておりま

す。

(6) 役員退職慰労引当金

同左

(6) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支

出に備えるため、内規

に基づく期末要支給額

を計上しております。



項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

４ リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。

同左 同左

５ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

  繰延ヘッジ処理によっ

ております。

  ただし、為替予約が付

されている外貨建金銭

債権債務等については

振当処理によっており

ます。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

  ヘッジ手段

   デリバティブ取引

   (為替予約取引)

  ヘッジ対象

   外貨建金銭債権債務

等

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

(3) ヘッジ方針

  社内管理規程に基づ

き、為替変動リスクを

ヘッジしております。

(3) ヘッジ方針

同左

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジの有効性評価の

方法

  ヘッジ対象とヘッジ手

段の相場変動または、

キャッシュ・フローの

変動を比較し、相関性

を見て有効性を評価し

ております。

(4) ヘッジの有効性評価の

方法

同左

(4) ヘッジの有効性評価の

方法

同左

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式によっ

ております。 

なお、仮払消費税等及び仮

受消費税等は、相殺のう

え、流動負債の「その他」

に含めて計上しておりま

す。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理 

税抜方式によっておりま

す。



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準(「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14

年８月９日))及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日)を適用しております。こ

れにより税引前中間純利益は77百万

円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。

      ――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度より、固定資産の減損

に係る会計基準(「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８

月９日))及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」(企業会計

基準適用指針第６号 平成15年10月

31日)を適用しております。これに

より税引前当期純利益は77百万円減

少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き各資産の金額から直接控除してお

ります。

      ――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準)  

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。  

 これまでの「資本の部」の合計に

相当する金額は35,023百万円であり

ます。  

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。

      ―――

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

――― 
 
 
 
 
 
 
 
 

(中間貸借対照表関係） 

「投資有価証券」は前中間会計期間まで、投資その他の

資産の「その他」に含めて表示しておりましたが、当中

間会計期間末において資産の総額の100分の５を超えた

ため区分掲記しております。

 なお、前中間会計期間末の「投資有価証券」の金額は

1,806百万円であります。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 

  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は5,403百万円でありま

す。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は5,704百万円でありま

す。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は5,577百万円でありま

す。

 

 ２ 偶発債務

保証債務

種別 保証先 金額

ファクタ
リング契
約によっ
て生ずる
債務

デサント
アパレル
㈱

631百万円

※３    ―――

 

 

 ２ 偶発債務

保証債務

種別 保証先 金額

ファクタ
リング契
約によっ
て生ずる
債務

デサント
アパレル
㈱

719百万円

※３ 中間会計期間末日満期手形等

の会計処理については、満期

日に決済が行われたものとし

て処理しております。なお、

当中間会計期間末日が金融機

関の休業日であったため、次

のものが中間会計期間末残高

から除かれております。

   受取手形 113百万円

   買掛金 423百万円

 

 ２ 偶発債務

保証債務

種別 保証先 金額

ファクタ
リング契
約によっ
て生ずる
債務

デサント
アパレル
㈱

725百万円

※３    ―――



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   
 (注) １ 自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加14千株及び取締役会決議による取得    

   500千株であります。 

 ２ 自己株式の株式数の減少は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１     ――― ※１ 特別利益のうち主要なもの 

貸倒引当金戻入益 15百万円

※１ 特別利益のうち主要なもの

固定資産売却益 2百万円

 

※２ 特別損失のうち主要なもの

減損損失 77百万円

関係会社投資損失 56百万円

※２    ―――

 

※２ 特別損失のうち主要なもの 

減損損失 77百万円

関係会社投資損失 116百万円

 ３ 減価償却実施額

有形固定資産 211百万円

無形固定資産 217百万円

 ３ 減価償却実施額

有形固定資産 220百万円

無形固定資産 218百万円

 ３ 減価償却実施額

有形固定資産 451百万円

無形固定資産 440百万円

 

※４ 減損損失

当中間会計期間において、特

別損失として77百万円の減損損

失を計上しております。その内

訳は以下のとおりであります。

場所 用途 種類
減損損失
(百万円)

大阪市 
天王寺区

遊休資産 土地、建物 73

静岡県 
裾野市

遊休資産 土地 3

当社は、主に当社の事業所単

位に資産をグルーピングしてお

ります。また、遊休資産につい

ては、当該資産単独でグルーピ

ングしております。

遊休資産は、地価が著しく下

落しているため、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失として特別損失

に計上しております。その内訳

は、土地77百万円であります。

回収可能価額は、固定資産税評

価額を基に、正味売却価額によ

り算定しております。

※４    ―――

 

※４ 減損損失

当事業年度において、特別損

失として77百万円の減損損失を

計上しております。その内訳は

以下のとおりであります。

場所 用途 種類
減損損失
(百万円)

大阪市
天王寺区

遊休資産 土地、建物 73

静岡県
裾野市

遊休資産 土地 3

当社は、主に当社の事業所単

位に資産をグルーピングしてお

ります。また、遊休資産につき

ましては、当該資産単独でグル

ーピングしております。

遊休資産は、地価が著しく下

落しているため、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失として特別損失

に計上しております。その内訳

は、土地77百万円であります。

回収可能価額は、固定資産税評

価額を基に正味売却価額により

算定しております。

前事業年度末  

株式数（千株）

当中間会計期間  

増加株式数（千株）

当中間会計期間  

減少株式数（千株）

当中間会計期間末  

株式数（千株）

普通株式 651 514 1 1,164



(リース取引関係) 

  
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ 借手側

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間 
期末残高
相当額 
(百万円)

有形固定
資産 
その他 
(工具器具
及び備品
他)

842 568 273

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ 借手側

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間
期末残高
相当額 
(百万円)

有形固定
資産 
その他 
(工具器具
及び備品
他)

739 408 330

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ 借手側

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

有形固定
資産 
その他 
(工具器具
及び備品
他)

971 650 320

 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 132百万円

１年超 141百万円

合計 273百万円

(注) 取得価額相当額及び未経過リ

ース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により

算定しております。

 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 121百万円

１年超 209百万円

合計 330百万円

(注)     同左
 

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額

１年内 131百万円

１年超 189百万円

合計 320百万円

(注) 取得価額相当額及び未経過リ

ース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 92百万円

減価償却費 
相当額

92百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 78百万円

減価償却費
相当額

78百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 174百万円

減価償却費
相当額

174百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

２ 貸手側

  転貸による未経過リース料中間

期末残高相当額

１年内 10百万円

１年超 12百万円

合計 23百万円

２ 貸手側

  転貸による未経過リース料中間

期末残高相当額

１年内 15百万円

１年超 32百万円

合計 48百万円

２ 貸手側

  転貸による未経過リース料期末

残高相当額

１年内 16百万円

１年超 35百万円

合計 52百万円



 
  

(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

同上 

  

前事業年度末(平成18年３月31日) 

同上 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高及び見積残存価額

の合計額が営業債権の中間期

末残高等に占める割合が低い

ため、受取利子込み法により

算定しております。

   なお、転貸による未経過リー

ス料中間期末残高相当額と同

額の金額が、上記の借手側の

「未経過リース料中間期末残

高相当額」に含まれておりま

す。

 

(注)     同左

オペレーティング・リース取引

１ 借手側

  未経過リース料

１年内 1百万円

１年超 4百万円

合計 5百万円
 

(注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高及び見積残存価額の合計額

が営業債権の期末残高等に占

める割合が低いため、受取利

子込み法により算定しており

ます。

   なお、転貸による未経過リー

ス料期末残高相当額と同額の

金額が、上記の借手側の「未

経過リース料期末残高相当

額」に含まれております。

オペレーティング・リース取引

１ 借手側

  未経過リース料

１年内 1百万円

１年超 5百万円

合計 6百万円



(重要な後発事象) 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

――― 自己株式の取得  

当社は、平成18年11月28日開催の取

締役会において、会社法第165条第

３項の規定により読み替えて適用さ

れる同法第156条の規定に基づく自

己株式の取得について、次のとおり

決議いたしました。

自己株式の取得 

当社は、平成18年６月６日開催の取

締役会において、会社法第165条第

３項の規定により読み替えて適用さ

れる同法第156条の規定に基づく自

己株式の取得について、次のとおり

決議いたしました。

(1) 自己株式取得の理由

経営環境の変化に対応した機

動的な資本政策を遂行するた

め

(2) 取得する株式の種類

当社普通株式

(3) 取得する株式の総数

500千株（上限）

(4) 株式の取得価額の総額

350百万円（上限)

(5) 自己株式取得の日程

平成18年12月１日から  

平成19年５月31日まで

(1) 自己株式取得の理由

経営環境の変化に対応した機

動的な資本政策を遂行するた

め

(2) 取得する株式の種類

当社普通株式

(3) 取得する株式の総数

500千株（上限）

(4) 株式の取得価額の総額

350百万円（上限)

(5) 自己株式取得の日程

平成18年６月７日から 

平成18年９月30日まで



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  
  

 
  

  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第49期)

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

平成18年６月21日 
近畿財務局長に提出。

(2) 自己株券買付状況
報告書

平成18年７月12日

平成18年８月８日

平成18年９月８日

平成18年10月10日

近畿財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月16日

株式会社デサント 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ
ている株式会社デサントの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間
(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、
中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行
った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務
諸表に対する意見を表明することにある。 
当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査
法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な
うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続
等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査
の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸
表の作成基準に準拠して、株式会社デサント及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日
をもって終了する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシ
ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
追記情報 
中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期
間から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成し
ている。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
  

以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  西  尾  方  宏  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  井 家 上  愼  一  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  山  口  義  敬  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月15日

株式会社デサント 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社デサントの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社デサント及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  新  井  一  雄  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  井 家 上  愼  一  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  山  口  義  敬  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月16日

株式会社デサント 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社デサントの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第49期事業年度の中間会計期間

(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損

益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社デサントの平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

  

追記情報 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固

定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  西  尾  方  宏  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  井 家 上  愼  一  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  山  口  義  敬  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月15日

株式会社デサント 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社デサントの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第50期事業年度の中間会計期間

(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社デサントの平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  新  井  一  雄  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  井 家 上  愼  一  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  山  口  義  敬  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。
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